平成３０年１月
平成３０年度建築物清掃業務等の労務単価について
平成２９年、政府は「働き方改革実行計画」で今後の最低賃金を年率３％程度引き上げていくことにしました。平成２９年度に発注する平成３０年度建築物清掃業務・常駐警備業務・電話交換業務（※１）の業務価格の積算に用いる労務単価については、これも参考の一つとして総合的に勘案して決定しました。

　ついては、入札書の作成にあたっては、以上のことを参考に、各案件の入札条件及び仕様書等の契約内容もよく確認した上で、業務価格を積算し、入札してください。
　また、今後とも、従業員への適正な賃金の支払に配慮していただきますようお願いします。
※１ 入札を平成３０年１月から３月までに行い、履行期間の始期が平成３０年４月１日以降になる案件
※２ 労務単価は非公表としています。また、入札の公正性の観点から、個別の積算根拠に関する質問等にはお答えできません。

